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後 援 （予定）
国土交通省国土技術政策総合研究所、 （独法）都市再生機構、 （独法）住宅金融支援機構、 （公社）日本建築士会連合会、 （公社）日本建
築家協会、 （一社）日本建築士事務所協会連合会、 （一社）日本建築構造技術者協会、 （一社）日本建設業連合会、 （一社）マンション管理業
協会、 （一社）住宅生産団体連合会、 （一社）日本建築学会、 （一財）日本建築防災協会、 （一財）ベターリビング、 全国被災建築物応急危険
度判定協議会、 建築研究開発コンソーシアム、 防災学術連携体、 国連教育科学文化機関（UNESCO）

建築物の水災害対策

プログラム
進行役：菅原 賢 （政策研究大学院大学 教授）

13:30 - 主旨説明：
江田 頼宣 （建築研究所 住宅・都市研究グループ長）

13:40 - 講演及びパネルディスカッション
モデレーター： 木内 望 （建築研究所）

◇ 基調講演 （13:40 -）

洪水にレジリエントな建築・都市への再生に向けて

エドワード・バースリー （The Environmental Design Studio 創設者）

◇ 講 演 （14:20 -）

建築物の水災害対策； 背景、必要性と可能性

木内 望 （建築研究所 主席研究監）

建築物の洪水被害の実態にみる建築物の水災害対策のあり方と課題

田村 和夫 （建築都市耐震研究所 代表）

戸建て住宅の被災対応の現場からみた修復の課題

長谷川 順一 （たてもの修復支援ネットワーク 代表）

建築物における ＢＣＰ ・ ＬＣＰ の観点からみた建築物の水害対策と課題

山海 敏弘 （国土技術政策総合研究所 シニアフェロー）

流域治水における建築物への期待

瀧 健太郎 （滋賀県立大学 准教授）

近年の住宅・建築行政における水害対策の取り組み

今村 敬 （国土交通省 住宅局 建築物防災対策室長）

◇ パネルディスカッション （16:00 -）

今後の建築物の水災害対策について

◇ 閉会 （17:00 - ）

2019年の台風19号における高層マンションの受変電設備の冠水によるエレベーターや給水設備等のライフ
ラインが使用不能となる被害、2020年の7月豪雨における高齢者施設や市街地の広範囲にわたる浸水によ
る甚大な人的被害や建物被害の発生など、近年、水災害の激甚化がみられる中で、建築物における水
災害対策が重要となっています。本シンポジウムでは、国内外の取組みや技術の動向等について情報交
換し、今後取り組むべき課題について考えます。
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エドワード・バースリー Edward Barsley
The Environmental Design Studio 創立者兼理事長

建築における環境デザインの専門家であり、コミュニティや建築環境の回復力を向上させるための戦略の開発に特に関
心を有する。世界中の洪水会議やイベントで定期的に講演を行っており、2018年には「Designing for Flood Resilience」という
セミナーで、洪水に関する英国王立建築家協会（RIBA）の全国的なCPD（継続的職能啓発）講座シリーズを運営。実務
と並行して、洪水に強い建築とリスクのコミュニケーションについて、ケンブリッジ大学の博士課程での研究や、多くの研
究評議会の資金提供を受けた研究に関わる。過去4年間、英国王立建築家協会（RIBA）のために執筆し、今年出版し
た著作が、「Retrofitting for Flood Resilience; A Guide to Building and Community Design」である。

モデレーター・講演者プロフィール

参加登録方法

木内 望 きうち のぞむ
国立研究開発法人 建築研究所 住宅・都市研究グループ 主席研究監

国立研究開発法人建築研究所及び国土交通省国土技術政策総合研究所等にて、都市計画（土地利用・住環境
整備）に関わる研究に従事し、近年は水害対策まちづくりの研究に取り組む。国総研資料No.1080「気候変動下の都市
における水害リスクの戦略的低減手法の開発」を分担執筆。国土交通省・経済産業省「建築物における電気設備の
浸水対策の検討会」、国土交通省「水災害とまちづくりの連携のあり方検討会」、北九州市「コンパクトなまちづくりの専
門小委員会」など委員を務める。

田村 和夫 たむら かずお
建築都市耐震研究所 代表、千葉工業大学元教授

専門は建築構造工学。清水建設および大崎総合研究所にて主に免震構造や制振構造などの新しい構造システムに
関する研究開発を行う。最近の洪水による被災地を調査し、建築の観点からの対策を検討している。日本建築学会の
気候変動特別調査委員会（2018～2019年度）の委員として、建築分野における水害対策に向けての取組みに関する
提言発出に携わる。日本学術会議 連携会員。防災学術連携体 事務局長。

今村 敬 いまむら たかし
国土交通省 住宅局建築指導課 建築物防災対策室長

1992年建設省入省後、住宅局建築指導課・住宅生産課、都市局都市再開発課・都市計画課のほか、内閣府地方
創生推進事務局、内閣官房産業遺産の世界遺産登録推進室で勤務。その間、宝塚市役所都市創造部長、国連
教育科学文化機関（ユネスコ）自然科学セクタープログラムスペシャリスト（防災担当）として出向。東京大学工学部建
築学科、ハーバード大学行政大学院。

長谷川 順一 はせがわ じゅんいち
住まい空間研究所 主宰、たてもの修復支援ネットワーク 代表

2015年関東・東北豪雨、2019年台風19号、2020年令和2年7月豪雨の被災地で、住宅相談員を専門家ボランティアと
して務めるほか、被災後の建物対処や修復方法にかかる講習会を実施。 水損家屋の現地調査および災害後の修復
にむけた、被災相談・助言数は100件以上にのぼる。 外務省委託による被災世界文化遺産建造物（危機遺産）の修
復支援使節団派遣（2011～16年）（UNESCO／ユネスコ日本信託基金）。 著書に「地震被災建物 修復の道しるべ」
（公益社団法人 中越防災安全推進機構 刊）など。 （一社）新潟県建築士会会員。

本シンポジウムはZOOMを用いたオンライン開催（ウェビナー）です。PCのほか、タブレット、スマートフォンにてご視聴いた
だけます（あらかじめ、ZOOMのアプリケーションのインストールをお願いします）。
ご視聴をご希望の方は、以下のフォーム又はQRコードから、2021年2月16日（火）までにお申込み下さい。

申込： https://zoom.us/webinar/register/WN_D4pYx8PlRdur2r4fMn-bZg
参加費無料
定員になり次第申込を締切らせていただきますのでご了承下さい。
連絡先：政策研究大学院大学（E-mail: grips.dms@gmail.com）
※JSCA建築構造士更新評価点対象
※表面写真出典：右側上から５・６番目はパークヒルズ武蔵小杉ＳＦＣ管理組合提供、７枚目は「Retrofitting for Flood Resilience」図面をそれぞれ加工。

下側背景は、国土地理院提供空中斜め写真を加工。

山海 敏弘 さんかい としひろ
国土交通省国土技術政策研究所 住宅研究部 シニアフェロー

建築設備を中核とした建築物のレジリエンス向上技術に関する調査・研究に取り組んでおり、「災害拠点建築物の設計
ガイドライン（案）」（国土技術政策総合研究所）において建築設備の災害対策に関する研究成果を公表したほか、「防
災拠点等となる既存建築物に係る機能継続ガイドライン検討委員会」、「建築物における電気設備の浸水対策ガイドラ
イン 検討会」（いずれも国土交通省住宅局）には、建築設備を専門とする委員として参画した。建築学会、空気調和
衛生工学会等においても、住宅・建築物のレジリエンスに関連する委員会等において活動している。

瀧 健太郎 たき けんたろう
滋賀県立大学 環境科学部 准教授

川の日（7月7日）生まれ。京都大学大学院修了後、民間企業を経て滋賀県庁勤務（18年間）ののち現職。河川計
画・流域治水の実務を長年にわたって担当した。数多くの川や人との様々な出会いを通じ、川の魅力に取りつかれてい
る。また、どんな川であっても、地域に愛される川こそが“いい川”だと信じている。現在は、流域の水循環と社会システム
との相互関係に着目し、持続可能な流域社会の実現に向けた政策や計画に関する研究を進めている。流域政策・計
画に関する学問分野の体系化を目指す。

https://zoom.us/webinar/register/WN_D4pYx8PlRdur2r4fMn-bZg
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